
 

川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準 

（ 目的）  

第１ 条 こ の基準は、 川崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律施行細則（ 平

成 18 年規則 61 号） 第 27 条、川崎市知的障害者福祉法施行細則（ 昭和 47 年規則第 58 号） 第６ 条に基づき 、

次の各号に掲げる費用の支弁基準を定める 。  

（ １ ） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する ための法律（ 平成 17 年法律第 123 号。以下「 法」

と いう 。） に規定する 介護給付費、 特例介護給付費、 訓練等給付費及び特例訓練等給付費 

（ ２ ） 知的障害者福祉法（ 昭和 35 年法律第 37 号） に規定する 職親委託費 

（ ３ ） 第１ 号の支弁対象と なる 施設等を運営する 法人（ 以下「 事業者」 と いう 。） に対し て、 川崎市が法外

で加算する 施設経営調整加算（ 定率加算、 実績加算、 支援体制加算、 負担軽減加算）  

（ 用語の意義）  

第２ 条 次に掲げる 用語の意義は、 それぞれ当該各号に定める と こ ろによ る 。  

（ １ ）「 介護給付費、 特例介護給付費」 と は、 居宅介護、 重度訪問介護、 行動援護、 同行援護、 療養介護、

生活介護、 短期入所、 重度障害者等包括支援、 施設入所支援に要する 費用をいう 。  

（ ２ ）「 訓練等給付費、特例訓練等給付費」 と は、自立訓練、就労選択支援、 就労移行支援、就労継続支援、

共同生活援助に要する 費用をいう 。  

（ ３ ）「 定率加算」 と は、 入所者等の処遇向上を図る こ と を目的に、 川崎市と し て第２ 条第１ 号から 第２ 号

に掲げる 給付費に上乗せし て支弁する 加算をいう 。  

（ ４ ）「 実績加算」 と は、 支援の必要性が高い入所者等を受け入れた場合に、 対象者１ 人について、 単価に

利用回数を乗じ て算出する 加算をいう 。  

（ ５ ）「 支援体制加算」 と は、 専門的なケアを要する ため、 職員体制を確保し ている 場合に、 入所者１ 人に

ついて、 日額単価に利用日数を乗じ て算出する 加算をいう 。  

（ ６ ）「 負担軽減加算」 と は、 利用者の負担増に配慮負担軽減を図る 加算をいう 。  

（ ７ ）「 サポート プラ ン作成支援費」 と は、 利用（ 予定） 者がサポート プラ ン実施者である 場合に適宜作成 

にあたって必要な支援を行った場合に算出する 加算をいう 。  

（ ８ ）「 災害時個別避難計画作成費」 と は、 災害時の障害者の避難や安否確認等を目的と し て、 災害時の避 

難に関する 計画を作成し た場合に、 対象者１ 人について、 算出する 加算をいう 。  

（ ９ ） 前各号に定めがないも のは、 法及び関係法令で使用する 用語の例によ る 。  

（ 支弁基準及び端数処理）  

第３ 条 支弁基準は、 別表のと おり と する 。  

２  算出結果に端数が生じ たと き は、 １ 円未満を切り 捨てる。  

（ 支弁方法）  

第４ 条 介護給付費、 特例介護給付費、 訓練等給付費、 特例訓練等給付費及び負担軽減加算（ 日用品費加

算を除く 。） については、「 全国標準支払シス テム」 を通じ 、 定率加算、 実績加算、 支援体制加算、 負担軽

減加算のう ち日用品費加算については、「 かながわ自立支援給付費等支払シス テム」 を通じ て支弁する 。 た

だし 、 職親委託費については、 当面の間、 それら 代表者等から の請求に基づき 支弁する 。  

（ 申請）  

第５ 条 実績加算のう ち医療支援加算を受けよ う と する 事業者は、 実績加算該当者申請書（ 第１ 号様式）

に、 当該加算に該当する 旨を証明する 書類を添えて市長に申請し なければなら ない。  

２  支援体制加算を受けよ う と する 事業者は、 支援体制加算該当施設申請書（ 第２ 号様式） に、 職員体制

を証明する 書類を添えて市長に申請し なければなら ない。  
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 （ 認定）  

第６ 条 市長は、前条第１ 項の規定によ り 受理し た申請書等を審査し 、適当と 認めたと き は、認定を行い、

事業者に対し その旨を実績加算該当者認定通知書（ 第４ 号様式） によ り 通知し なければなら ない。  

２  市長は、 前条第２ 項の規定によ り 受理し た申請書等を審査し 、 適当と 認めたと きは、 認定を行い、 事

業者に対し その旨を支援体制加算該当施設認定通知書（ 第５ 号様式） によ り 通知し なければなら ない。  

（ 変更申請）  

第７ 条 前条第１ 項の規定に基づく 認定を受けた事業者が、 その内容を変更する 場合、 実績加算該当者変

更申請書（ 第７ 号様式） によ り 市長に申請し なければなら ない。  

２  前条第２ 項の規定に基づく 認定を受けた事業者が、 その内容を変更する 場合、 支援体制加算該当施設

変更申請書（ 第８ 号様式） によ り 市長に申請し なければなら ない。  

（ 変更認定）  

第８ 条 市長は、 前条第１ 項の規定によ り 受理し た申請書等を審査し 、 適当と 認めたと きは、 変更認定を

行い、 事業者に対し その旨を実績加算該当者変更認定通知書（ 第９ 号様式） によ り 通知し なければなら な

い。  

２  市長は、前条第２ 項の規定によ り 受理し た申請書等を審査し 、適当と 認めたと きは、変更認定を行い、

事業者に対し その旨を支援体制加算該当施設変更認定通知書（ 第 10 号様式） によ り 通知し なければなら な

い。  

（ 算定の開始時期等）  

第９ 条 事業者は、 第６ 条及び第８ 条の規定に基づき 認定を受けた加算については、 第５ 条及び第７ 条の

規定に基づく 申請が毎月 15 日以前になさ れた場合には翌月から 、 16 日以降になさ れた場合には翌々月か

ら 、 算定を開始する も のと する 。 ただし 、 別途通知を行う 場合はこ の限り でない。  

２  当該加算が算定さ れなく なった事実が発生し た日から 当該加算の算定は行わないも のと する 。  

３  実績加算のう ち行動障害加算・ 重複障害加算・ 重度障害加算については、 障害福祉サービス 受給者証

に当該加算に該当する 旨が明記さ れている 利用者を受け入れた場合に算定する 。  

（ 市外施設）  

第 10 条 本市以外の地方公共団体が所管する施設に対し ては、当該施設を所管する 地方公共団体と の協議

のう え、 当該団体の定める と こ ろによ り 支弁する 。  

（ 不正利得の徴収）  

第 11 条 市長は、 偽り その他不正の手段によ り 費用の支弁を受けた者がある と き は、 その者から 、 その額

に相当する 金額の全部又は一部を徴収する こ と ができ る 。  

２  市長は、 事業者が、 偽り その他不正の行為によ り 費用の支弁を受けたと き は、 その事業者に対し 、 そ

の支払った額につき 返還さ せる こ と ができ る 。  

（ 委任）  

第 12 条 こ の要綱に定めのない事項については、 健康福祉局長が別に定める 。  

 

附 則 

１  こ の支弁基準は、 平成 18 年４ 月１ 日から 実施する 。  

２  こ の要綱の制定に伴い、「 川崎市支援費及び処遇改善費支弁基準」 は廃止する 。  

 

附 則 

こ の要綱は、 平成 18 年 10 月１ 日から 施行する 。  

 附 則 



こ の要綱は、 平成 19 年 10 月１ 日から 施行する 。  

附 則 

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 21 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 （ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 24 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 （ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 25 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 （ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 26 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 27 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 27 年 10 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 29 年５ 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 30 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 30 年 10 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 平成 31 年５ 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 令和３ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 令和３ 年 10 月１ 日から 施行する 。 ただし 、 第２ 条第１ 項第８ 号の規定は、 令和３ 年 12

月１ 日よ り 施行する 。  

（ 施行期日）  

１  こ の要綱は、 令和７ 年 10 月１ 日から 施行する 。  

  



別表（ 第３ 条関係）  

１ －１  介護給付費、 特例介護給付費、 訓練等給付費及び特例訓練等給付費 

項目 内容等 

支弁対象者 

国が定める 基準によ る 。  経費の使途 

各月の支弁額 

 

１ －２  職親委託費 

項目 内容等 

支弁対象者 
国が定める 基準によ る 。  

経費の使途 

各月の支弁額 32, 000 円 

 

２ －１  定率加算（ 市内の民設民営施設及び利用料金制で運営する こ と と し た指定管理施設に限る 。）  

対象と な る サ ー

ビス の種類 

生活介護、 短期入所（ 医療型を除く 。）、 施設入所支援、 機能訓練、 生活訓練、 宿泊型

自立訓練、 就労選択支援、 就労移行支援、 就労継続支援Ｂ 型 

支弁額 給付費等（ 加算を除く 。） に 2. 5％を乗じ た額（ ただし 、 短期入所は５ ％を乗じ た額） 

 

 

２ －２  実績加算（ 市内の民設民営施設及び利用料金制で運営する こ と と し た指定管理施設に限る 。）  

加算の種類 内 容 単 価 
対象と なる サービ

ス の種類 

①行動障害加算 障害支援区分３ 以上で、 かつ認定調査項目の

う ち行動関連項目（ ９ 項目） の合計点数が６

点以上の行動障害のある 利用者を 受け入れ

た場合に加算 

 

3, 720 円 

（ １ 日につき ）  

生活介護 

短期入所（ 医療型
を除く 。）  

施設入所支援 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労継続支援Ｂ 型 



②重複障害加算 知的障害者であり 、 かつ身体障害者手帳１ 級

又は２ 級を 所持し ている 利用者を 受け入れ

た場合に加算 

 

2, 970 円 

（ １ 日につき ）  

生活介護 

短期入所（ 医療型
を除く 。）  

施設入所支援 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労選択支援 

就労移行支援 

就労継続支援Ｂ 型 

③重度障害加算 重複障害加算の対象者で、 身体障害１ 級（ 上

下肢障害、 体幹機能障害及び運動機能障害に

限る 。） を所持し 、 障害支援区分５ 及び６ の

利用者を受け入れた場合に加算 

1, 650 円 

（ １ 日につき ）  

生活介護 

短期入所（ 医療型
を除く 。）  

施設入所支援 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労継続支援Ｂ 型 

④医療支援加算 看護師を 常勤換算で１ 人以上配置し ている

施設が経管栄養や気管切開の処理等の医療

的ケ アが常時必要な利用者を 受け入れた場

合に加算 

3, 310 円 

（ １ 日につき ）  

生活介護 

施設入所支援 

機能訓練 

⑤送迎加算 日常的に通所困難な者で、 送迎サービス 利用

登録し ている 通所施設の利用者ま たは、 施設

入所支援、 宿泊型自立訓練及び療養介護利用

者で他の障害福祉サービ ス 事業所で日中活

動を 行う ために送迎を実施し た利用者につ

いて、 下記分類に応じ て加算 

 

（ 分類）  

[ 居宅と 事業所と の間の送迎を 行っ た場合

（ ド アツード ア方式） ]  

１  送迎加算Ⅰについては法に規定する 送

迎加算を 49 単位算定し ている 場合に加算 

２  送迎加算Ⅱについては法に規定する 送

送迎加算Ⅰ 

  200 円 

送迎加算Ⅱ 

  270 円 

送迎加算Ⅲ 

  410 円 

送迎加算Ⅳ 

  400 円 

送迎加算Ⅴ 

130 円 

療養介護 

生活介護 

施設入所支援 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労継続支援Ｂ 型 

 



迎加算を 21 単位算定し ている 場合に加算 

３  送迎加算Ⅲについては法に規定する 送

迎加算を 10 単位算定し ている 場合に加算 

４  送迎加算Ⅳについては上記１ から ３ を

算定でき ないが、 居宅と 事業所と の間の送

迎を実施し た場合に加算 

 

[ 集合場所等と 事業所と の間の送迎を行った

場合（ ポイ ント 送迎方式） ]  

５  送迎加算Ⅴについては法に規定する 送

迎加算を 21 単位算定し ている 場合に加算 

６  送迎加算Ⅵについては法に規定する 送

迎加算を 10 単位算定し ている 場合に加算 

７  送迎加算Ⅶについては上記５ 及び６ を

算定でき ないが、 集合場所等と 事業所と の

間の送迎を実施し た場合に加算 

 

※請求時に算定し た加算の種別を 記載し た

実績記録票を提出する こ と  

送迎加算Ⅵ 

270 円 

送迎加算Ⅶ 

400 円 

 

（ 片道につき ）  

⑥入浴加算 入浴サービ ス の提供が利用計画に位置付け

ら れている 利用者について加算 

※請求時に実績記録票を提出 

400 円 

（ １ 日につき ）  

生活介護 

機能訓練 

 

⑦療養介護加算

（ 一般分）  

市内施設における 療養介護事業の利用者に

ついて加算 

川崎市児童入所

施設等支弁基準

において定める

額に準じ る  

療養介護 

⑧超重症者・ 準超

重症者加算 

市内施設における 療養介護事業の利用者で、

医療ス コ ア 10 点以上の利用者について加算 

川崎市児童入所

施設等支弁基準

において定める

額に準じ る  

療養介護 

⑨単独型短期入

所加算 

市内単独型短期入所事業所（ 経営の安定に要

する 費用に対し て本市の補助金が交付さ れ

ている 事業所を 除く 。） で、 利用者を受け入

れた場合に加算 

3, 200 円 

（ １ 日につき ）  

短期入所（ 医療型

を除く 。）  



⑩初期加算 短期入所事業所の新設日から １ 年間に限り 、

利用者を受け入れた場合に加算 

1, 200 円 

（ １ 日につき ）  

短期入所 

⑪地域移行支援

加算 

退所を し た後に地域生活を する に至っ た入

居者 

※同一の利用者に対し て、 １ 回し か算定でき

ないも のと する 。  

※退所し て病院又は診療所へ入院する 場合、

他の社会福祉施設等へ入所する 場合、 死亡退

所の場合は、 算定でき ないも のと する 。  

308, 616 円 

（ １ 月につき ）  

障害者支援施設 

 

 

２ －３  支援体制加算（ 市内の民設民営施設及び利用料金制で運営する こ と と し た指定管理施設に限る 。） 

加算の種類 内 容 単 価 
対象と なるサービ

ス の種類 

①健康管理加算 健康管理加算Ⅰ 

看護職員を常勤換算で１ 人以上配置し て、

利用者の健康管理を行っている 施設・ 事業

所の定員区分に応じ 、全利用者に対し て加

算（ 兼務の場合は、主たる勤務地と なる 施

設・ 事業所のみ算定）  

※看護職員の配置が常勤的非常勤（ １ 日６

時間以上かつ月 20 日以上勤務する 非常勤

職員をいい、複数人でこ の要件を満たす場

合も 含む） に該当する 場合、当該加算単価

を７ 割に減じ た額を加算 

※施設入所支援については、当該事業所に

おいて日中活動が行われていない日の

み算定可 

※生活介護の常勤看護職員等配置加算Ⅰ

を算定し ている 場合には、当該加算単価

を減じ た額を加算。常勤看護職員等配置

加算Ⅱ又はⅢを算定し ている 場合には、

当該加算の算定はでき ない。  

※生活訓練・ 宿泊型自立訓練の看護職員配

健康管理加算Ⅰ 

利用定員～20 人 

580 円 

利用定員 21～40 人 

520 円 

利用定員 41～60 人 

460 円 

利用定員 61～80 人 

400 円 

利用定員 81 人～ 

340 円 

健康管理加算Ⅱ 

利用定員～20 人 

640 円 

利用定員 21～40 人 

生活介護 

施設入所支援 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労継続支援Ｂ 型 

 



置加算を算定し ている 場合には、当該加

算単価を減じ た額を加算 

 

健康管理加算Ⅱ 

看護職員を 常勤換算で２ 人以上配置する

か、１ 人以上配置かつ医療支援加算対象者

が２ 人以上の事業所において、利用者の健

康管理を行っている 施設・ 事業所の定員区

分に応じ 、 全利用者に対し て加算 

※施設入所支援については、当該事業所に

おいて日中活動が行われていない日の

み算定可 

※生活介護の常勤看護職員等配置加算Ⅰ、

Ⅱ又はⅢを算定し ている場合には、当該

加算単価を減じ た額を加算。  

※生活訓練・ 宿泊型自立訓練の看護職員配

置加算を算定し ている 場合には、当該加

算単価を減じ た額を加算 

600 円 

利用定員 41～60 人 

560 円 

利用定員 61～80 人 

520 円 

利用定員 81 人～ 

480 円 

（ １ 日につき ）  

②栄養管理加算 栄養士を常勤換算で１ 人以上配置し て、利

用者の栄養状態を把握し 、利用者ごと の栄

養計画に従い栄養管理を 行っ て いる 施

設・ 事業所の全利用者に対し 加算（ 兼務の

場合は、主たる 勤務地と なる 施設・ 事業所

のみ算定）  

※同一事業所において施設入所支援を 併

用し ている 場合は除く  

300 円 

（ １ 日につき ）  

生活介護 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労継続支援Ｂ 型 

③食事指導加算 生活支援員によ る 食事中の見守り や指導

を行う 体制を整えている施設・ 事業所の全

利用者に対し て加算（ 当面の間の経過措

置）  

※食事の提供を 受けている こ と を 前提と

する  

短期入所   

450 円 

施設入所支援・ 宿泊

型自立訓練  

 250 円 

その他  

200 円 

生活介護 

短期入所 

施設入所支援 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労継続支援Ｂ 型 



 

２ －４  負担軽減加算 

加算の種類 内 容 単 価 
対象と なる サービス

の種類 

①日用品費加

算 

療養介護およ び施設入所（ 児童福祉法から 転

換し た施設に限る ） に入所する 20 歳未満の

利用者の処遇に要する 日用品費の実費負担

分について、 3, 000 円を上限に加算 

上限 3, 000 円 

（ １ 月 に つ

き ）  

療養介護  

施設入所 

（ ただし 、 児童福祉法

か ら 転換し た 施設に

限る 。）  

②就労選択支

援負担軽減

加算 

就労選択支援事業を利用する 場合に、 月額負

担額が０ 円と なる よ う 加算する  

 就労選択支援 

③就労移行支

援負担軽減

加算 

就労移行支援事業を利用する 場合に、 月額負

担額が０ 円と なる よ う 加算する  

 就労移行支援 

④就労継続支

援負担軽減

加算 

就労継続支援Ｂ 型事業を利用する 場合に、 月

額負担額が０ 円と なる よ う 加算する 。  

 就労継続支援Ｂ 型 

 

２ －５  サポート プラ ン作成支援費 

加算の種類 内 容 単 価 
対象と なる サービス

の種類 

サポート プラ

ン作成支援費 

利用（ 予定） 者が、 セルフプラ ン実施者であ

る 場合に適宜作成にあたっ て必要な支援を

行った場合に算出する  

※同一の利用者に対し て、 同月に複数回、 サ

ポート プラ ンを作成し た場合についても 、 １

回し か算定でき ないも のと する 。  

※月の初日に作成し た場合は、 当月に算定す

る も のと し 、 初日以外に作成し た場合は、 翌

月に算定する も のと する 。  

 

5, 500 円 

（ １ 回 に つ

き ）  

生活介護 

機能訓練 

生活訓練 

宿泊型自立訓練 

就労選択支援 

就労移行支援 

就労継続支援Ａ 型 

就労継続支援Ｂ 型 

就労定着支援 

療養介護 

 



 ２ －６  災害時個別避難計画作成費 

加算の種類 内 容 単 価 
対象と なる サービス

の種類 

災害時個別避

難計画作成費 

災害時の障害者の避難や安否確認等を 目的

と し て、 災害時の避難に関する 計画を作成し

た場合 

 

※同一の利用者に対し て、 同月に複数回、 災

害時個別避難計画を 作成し た場合について

も 、 １ 回し か算定でき ないも のと する 。  

※月の初日に作成し た場合は、 当月に算定す

る も のと し 、 初日以外に作成し た場合は、 翌

月に算定する も のと する 。  

※事業所の変更等が生じ た場合は、 利用者同

意のも と 、 引き 継ぐも のと する 。  

7,000 円 

（ １ 回 に つ

き ）  

生活介護 

機能訓練 

生活訓練 

就労選択支援 

就労移行支援 

就労継続支援Ａ 型 

就労継続支援Ｂ 型 

就労定着支援 

 

２ －７  身体・ 知的障害者支援施設運営費（ 市外施設に限る 。）  

項目 内容等 

支弁対象者 

当該施設を所管する 地方公共団体が定める 基準によ る 。  経費の使途 

各月の支弁額の算式 

  

  



 

（ 第１ 号様式）  
 
 
 

  年度医療支援加算該当者申請書 
 
 

  年  月  日  
 
 

（ 宛先） 川崎市長 
 
 

申請者 住 所  

 法 人 名  

 代表者名  

 施 設 名  

 事業所番号  
 
 

 

 川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第５ 条第１ 項に基づき 、 医療支援加算が

算定でき る 利用者を 受け入れている ので、 次のと おり 申請し ま す。  

 

１  対象と なる サービ ス 種類 

 □ 生活介護  □ 施設入所支援  □ 機能訓練 

 

２  加算該当者 

・  別紙「 該当者名簿」 のと おり  

 

３  添付書類 

・  医師の指示書ま たは診療情報提供書 

※ 主治医から 医療的ケアの必要性、 指示内容、 頻度を 記入し ても ら う こ と  



（ 第２ 号様式）  
 

  年度支援体制加算該当施設申請書 
 

  年  月  日  
 

（ 宛先） 川崎市長 

申請者 住 所  

 法 人 名  

 代表者名  

 施 設 名  

 事業所番号  
 
 
 

 川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第５ 条第２ 項に基づき 、 支援体制加算が算定でき る 体
制を整えている ので、 次のと おり 申請し ま す。  

 
 
 
１  健康管理加算  

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
・  類型     （  □ Ⅰ型  □ Ⅰ型（ 常勤的非常勤※）   □ Ⅱ型 ）  

 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 施設入所支援  □ 機能訓練  □ 生活訓練 
            □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
  ※ 常勤的非常勤と は、 １ 日６ 時間以上かつ月 20 日以上勤務する非常勤職員をいい、 複数人でこ の要

件を満たす場合も 含む 
 
 
２  栄養管理加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 機能訓練  □ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  

□ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 
３  食事指導加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 短期入所  □ 施設入所支援  □ 機能訓練   

□ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 
４  加算にかかる 人員の内訳（ １ 事業所で複数サービス が対象の場合は合計人数を記入する こ と ）  

 
看護師 栄養士 生活支援員（ 食事中）  

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

従業者数 
常 勤（ 人）        

非常勤（ 人）        

常勤換算後の人数（ 人）        

 
 
５  添付書類 
 ・  勤務形態一覧（ サービス 種類ごと ）  
 ・  看護師、 栄養士の資格証（ 写し ）  



（ 第４ 号様式）  
  第   号  

  年 月  日  
 

 

  年度医療支援加算該当者認定通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市長       印  

 

 

 

 川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第６ 条第１ 項に基づき 、 医療支援加算が

算定でき る 利用者は別紙のと おり である と 認定し ま す。  

 

 

 

 

認定年月日     年  月  日 

住 所  

法 人 名  

代表者名          様 

施 設 名  

事業所番号  



（ 第５ 号様式）  
 第   号  

  年 月  日  
 
 

  年度支援体制加算該当施設認定通知書 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
川崎市長       印  

 
 
 
 

 川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第６ 条第２ 項に基づき 、 体制支援加算が算定でき る 体
制を整えている と 認定し ま す。  

 
 
 
１  健康管理加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
・  類型     （  □ Ⅰ型  □ Ⅰ型（ 常勤的非常勤※）   □ Ⅱ型 ）  

 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 施設入所支援  □ 機能訓練  □ 生活訓練 
            □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
  ※ 常勤的非常勤と は、 １ 日６ 時間以上かつ月 20 日以上勤務する非常勤職員をいい、 複数人でこ の要

件を満たす場合も 含む 
 
 
２  栄養管理加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 機能訓練  □ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  

□ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 
３  食事指導加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 短期入所  □ 施設入所支援 □ 機能訓練   

□ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 

 

 

 

認定年月日     年  月  日 
 
 
 
 
 
 
 

住 所  

法 人 名  

代表者名          様 

施 設 名  

事業所番号  



（ 第７ 号様式）  
 

  年度医療支援加算該当者変更申請書 

 

 

  年  月  日  

 

 

（ 宛先） 川崎市長 

 

 

申請者 住 所  

 法 人 名  

 代表者名  

 施 設 名  

 事業所番号  

 

 

 

 年 月 日付けで認定さ れた医療支援加算が算定でき る 利用者について、 変更があり

ま し たので川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第７ 条第１ 項の規定に基づき 、

次のと おり 申請し ま す。  

 

１  対象と なる サービ ス 種類 

 □ 生活介護  □ 施設入所支援  □ 機能訓練 

 

２  加算該当者 

・  別紙「 該当者名簿」 のと おり  

 

３  添付書類（ 追加さ れる 該当者について添付する こ と ）  

・  医師の指示書ま たは診療情報提供書 

※ 主治医から 医療的ケアの必要性、 指示内容、 頻度を 記入し ても ら う こ と  
 



（ 第８ 号様式）  
 

  年度支援体制加算該当施設変更申請書 
 
 

  年  月  日  
 

（ 宛先） 川崎市長 

申請者 住 所  

 法 人 名  

 代表者名  

 施 設 名  

 事業所番号  
 
 
 

 年 月 日付けで認定さ れた支援体制加算が算定でき る 体制について、 変更があり ま し たので川崎
市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第７ 条第２ 項の規定に基づき 、 次のと おり 申請し ま す。  

 
１  健康管理加算  

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
・  類型     （  □ Ⅰ型  □ Ⅰ型（ 常勤的非常勤※）   □ Ⅱ型 ）  

 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 施設入所支援  □ 機能訓練  □ 生活訓練 
            □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
  ※ 常勤的非常勤と は、 １ 日６ 時間以上かつ月 20 日以上勤務する非常勤職員をいい、 複数人でこ の要

件を満たす場合も 含む 
 
 
２  栄養管理加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 機能訓練  □ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  

□ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 
３  食事指導加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 短期入所  □ 施設入所支援 □ 機能訓練   

□ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 
４  加算にかかる 人員の内訳（ １ 事業所で複数サービス が対象の場合は合計人数を記入する こ と ）  

 
看護師 栄養士 生活支援員（ 食事中）  

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

従業者数 
常 勤（ 人）        

非常勤（ 人）        

常勤換算後の人数（ 人）        

 
 
 
５  添付書類 
 ・  勤務形態一覧（ サービス 種類ごと ）  
 ・  看護師、 栄養士の資格証（ 写し ）  



（ 第９ 号様式）  
  第   号  

  年 月  日  
 
 

  年度医療支援加算該当者変更認定通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市長       印  

 

 

 

 川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第８ 条第１ 項に基づき 、 医療支援加算が

算定でき る 利用者は別紙のと おり である と 変更認定し ま す。  

 

 

 

 

変更認定年月日     年  月  日 

住 所  

法 人 名  

代表者名          様 

施 設 名  

事業所番号  



（ 第 10 号様式）  
 第   号  

  年 月  日  
 
 

  年度支援体制加算該当施設変更認定通知書 
 
 

 

 

 

 

 
 

 
川崎市長       印  

 
 
 
 

 川崎市給付費等及び施設経営調整加算支弁基準第８ 条第２ 項に基づき 、 体制支援加算が算定でき る 体
制を整えている と 認定し ま す。  

 
 
 
１  健康管理加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
・  類型     （  □ Ⅰ型  □ Ⅰ型（ 常勤的非常勤※）   □ Ⅱ型 ）  

 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 施設入所支援  □ 機能訓練  □ 生活訓練 
            □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
  ※ 常勤的非常勤と は、 １ 日６ 時間以上かつ月 20 日以上勤務する非常勤職員をいい、 複数人でこ の要

件を満たす場合も 含む 
 
 
２  栄養管理加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 機能訓練  □ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  

□ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 
３  食事指導加算 

・  対象有無   （  □ 有  □ 無 ）  
 ・  対象サービス    □ 生活介護  □ 短期入所  □ 施設入所支援 □ 機能訓練   

□ 生活訓練  □ 宿泊型自立訓練  □ 就労継続支援Ｂ 型 
 
 

 

 

 

変更認定年月日     年  月  日 

住 所  

法 人 名  

代表者名          様 

施 設 名  

事業所番号  


